
２０２５年度 ＯＪＴコーチング研修 

委託仕様書 

 

１ 実施研修、時期及び時間 

(1) 実施研修及び時期 

ＯＪＴコーチング研修 

第１回 
２０２５年６月２日（月）から同年８月２９日（金）まで

の期間の開庁日で、２日間×２回の実施とする。（委託業

者決定後、別途打ち合わせにより決定。各回は重複しない

日程で実施すること。） 
第２回 

  ※ 内容については、各回とも同一の内容とする。 

 (2) 実施時間 

  各回 １１時間 

［１日目・２日目］各回とも、午前１０時３０分から午後５時まで 

（各日とも内１時間は昼休憩とする。） 

 

２ 受講対象者 

課長補佐級（班長ではない）以下の受講希望者 

※ 応募制のため、受講対象者の年代、職級及び職種等は多岐に渡る。 

※ 班長（プレーイングマネージャー）及びそれより上位の管理監督者は受講

対象外。 

 

３ 受講人員（定員） 

各回４０人、計８０人程度まで（受講希望を募るため、最終人数は別途連絡。）。 

 

４ 研修会場 

愛知県自治研修所 

名古屋市中区丸の内２丁目５番１０号 

電話０５２－２２３－３９０２ 

 

５ 使用可能施設及び設備 

(1) 講堂(定員２４０人程度)、大教室(定員１２０人程度)、視聴覚室(定員７２

人程度)もしくは教室(定員５０人程度) 

 

 



(2) ＯＡ室（インターネット接続可能な（web の閲覧可能な）パソコン３０台、

プリンタ１台を含む。利用する場合には事前に別途相談すること。） 

(3) 講師用ノートパソコン（外付け光学ドライブあり） 

(4) 書画カメラ 

(5) プロジェクタ（ＨＤＭＩ端子もしくはＤ-ｓｕｂ端子の接続ケーブル含む。） 

(6) スクリーン 

(7) ホワイトボード（マーカ・マーカ消し・マグネットを含む。） 

 

６ 研修目的等 

本研修を実施する目的（ねらい） 

OJT の実施意義、組織運営のなかでの必要性について理解する。 

後輩等への OJT を検討するうえで、OJT とはどこまでどのように実施するものなのかを正しく認識した

うえで、「教える」ことと「育てる」ことの違いを理解して真の OJT へ取り組む素地を整える。 

愛知県人材育成基本方針で「めざす職員像」として掲げる「自律的で、スピーディーかつスマートに

行動する職員・行政のプロ意識と高い専門能力を持って行動する職員・サスティナブルな県庁を目指

し、組織一体となって、いきいきと活躍する職員」の実現のため、本研修においてコーチングのスキルを

習得し、「（自分が）業務の操作・手順を教える」だけの OJT から「（相手に）業務の本質を考えさせて、

実践させる」ための OJT への変革を図る。 

研修の到達目標 

人材育成、その手段としての OJT の意義や重要性を認識させるとともに、後輩職員への効果

的な OJT 指導を実践するために双方向のコミュニケーションによるコーチングスキルを習得す

る。 

併せて、自主的に後輩や部下が自己成長できるようにメンタリングのスキルも学び、聞き

方・ほめ方（認め方）・注意の仕方・仕事の与え方・期限の合意の仕方等の自主的に後輩職員

が仕事に取り組む姿勢づくりを育むための指導・育成のノウハウも習得する。 

身に付けさせたい主な能力 

（1）身に付けさせたい主な能力は、別紙１－１及び１－２のとおり。 

（2）別紙１－１又は１－２に定義の無い能力については、次のとおり。 

  ア 組織における人材育成及びその手段としての OJT の意義、重要性の理解と意識向上。 

イ 自身のこれからのマネジメント能力の一部としての「コーチングスキル」の理解。 

  ウ 主体的に後輩職員が仕事に取り組むことができる環境づくり（普段からのコミュニケ

ーション、持続的な育成、モチベーション向上等の効果を上げる取り組み）。 

  エ コーチングだけではなく、メンタリングを含めた自己成長のサポート、カウンセリン

グによる自己洞察等。 

 



７ 研修方法及びカリキュラム等 

研修方法 

講義及び演習 

派遣講師数 

各回１名以上 

カリキュラム 

打ち合わせの上決定することとするが、次の内容は必ず盛り込むこと。 

（1）（一般論として）組織運営の中で、後輩や部下を育てる意義。組織戦略としての人材育成

の重要性。その方法論としての「OJT による育成コミュニケーション」の理解。 

（2）OJT を教える側も自身のキャリアの中で、今後上司として上位職に就くうえで得るものが

大きいことを紹介したうえで、受講者の意欲を高めること。 

（3）コーチングだけではなく、育成コミュニケーションの手法（メンタリング、カウンセリン

グ等）を紹介し、OJT の育成手法の観点の幅を広げること。 

（4）年齢差・世代間による考え方の違い（ギャップ）、その解消のための有効なコミュニケー

ションの手法。 

（5）聞き方（傾聴）・誉め方・認め方・注意の仕方・仕事の与え方・期限の合意の仕方等の、

後輩や部下が自主的に仕事に取り組むためのノウハウ。 

（6）アサーションによる後輩、部下を受け入れる姿勢。 

（7）OJT において必要な情報を相手から呼び込むため（やりとりするため）に、まず自分の情

報を開示し、どのような構造、形の情報を欲しているのかを相手に提示して、正確で質の

高い情報を相手から得る（やりとりする）手法。 

（8）１日目の講義内容を職場で実践する期間を設け（実践テーマは各受講生による設定が望ま

しい）、２日目の研修でその結果の共有とともに、フォローや質疑対応を実施すること。

併せて、スキル定着に向けた講師からのアドバイスをおこなうこと。 

留意点 

（1）受講生がより実践的な知識・技能を身に付けられるよう、グループワークや演習の時間を

多く取り入れること。また、受講生同士の意見交換及び情報交換の機会を多く与えるこ

と。 

（2）本県の人材育成の方針については「愛知県人材育成基本方針」を参考にすること。 

 



８ その他 

(1) 研修を実施するに当たっては、企画提案の際、「６ 研修目的等」「７ 研

修方法及びカリキュラム等」に基づき県に提示した内容・方法から逸脱しない

こと。また、本仕様書以上の要件及び条件等を提案した場合には、それを順守

すること。 

なお、改善等を目的とした修正がある場合には、別途県との協議を行うこと。 

(2) 講師について、その特性及び研修の実施状況などにより、変更が必要になっ

た場合には、協議を行うものとする。また、災害や体調不良等により予定して

いた講師が研修会場に来ることができない場合は、代わりの講師が実施、もし

くはオンライン（代わりの講師含む）で実施、又は研修日程を変更すること等

を協議するものとする。 

(3) 研修費用には、企画料、講師派遣料、講師派遣旅費、教材費（テキスト編集

を含む。）その他研修に要する一切の費用を含むものとする。 

(4) 愛知県情報公開条例に基づき、開示請求のあった場合には請求者に対してテ

キスト類を開示する可能性がある。 

(5) 災害や天候等、県のやむを得ない事情により研修日程の変更が必要になった

場合には、協議を行うものとする。 

(6) 事前課題の有無（ある場合は資料の送付まで）、研修当日の準備機材（ホワ

イトボード、書画カメラ等）、講師の来所詳細（到着時間、場所）及び研修形

態（講義形式、演習形式等）を別途県が指定する日までに県に回答すること。 

(7) (6)の研修当日の準備機材等の最終確認を研修３週間前までに行うものとす

る。なお、テキスト類は、県と事前に協議した上で編集・製作し、目安として

研修の２週間前に紙媒体で県自治研修所に納品するものとする（事情により送

付時期が異なる場合には、別途県に相談すること。）。 

(8) 本県における標準職務遂行能力（職務を遂行する上で発揮することが求めら

れる能力）は別紙２－１及び２－２のとおりである。 

別紙２－１及び２－２の内容は主に OJT を中心に開発すべき能力標準であ

るが、本研修を実施するにあたっては、身に付けるべき能力の習熟度（レベル

／深さ）の目安として、標準職務遂行能力の内容を参考にすること。 

 (9) 本県における入庁１年目の職員への OJT にあたっては、所属で OJT の担当

者である「トレーナー」を指名し、「トレーナー」が教育係として OJT 計画

書の作成や、様式に基づく面談や報告を実施することになっている（トレー

ナー制度）。 

   ただし、トレーナー制度に関わりなく（１年目の職員に対する OJT だけで

はなく）、本研修では若手職員向けの全般的な OJT に向けたコーチングの研

修受講希望者を募っているため、「トレーナー（OJT 対象：１年目職員）」も

「トレーナーではない職員（OJT 対象：若手全般向け）」も受講する可能性が

ある。 










